
事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　各種業務に必要なシステムを導入するとともに業務体系の見直しなどにより行政減量・効率化を図る。

執行率 99.9% 99.6% 99.4%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　電子政府の実現に向けた取組みを推進するため導入したシステム等について、必要な維持管理・運営を行うととも
に、公共測量の指導・調整をはじめとした各種業務等の改善を実施し、業務の効率化を推進する。

事業番号 462

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成１６年度

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

【予算科目】
・040　地理空間情報整備・活用等推進費
　・95　地理空間情報の整備・活用等の推進に必要な経費
　　・041　電子政府等業務効率化推進経費　　　　　　　　　　（21年度予算額）　　（21年度決算見込額）
　　　・95016-2123-09　測量庁費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８４百万円　　　　　　　８３百万円

発注に当たっては、引き続き一般競争入札を行うなど、透明性及び競争性の確保を図り、効率的、効果的な予算の執
行に努める。

- -

22年度 23年度要求

21年度
　・総合文書管理システムの機器賃貸借及びシステムサポート等維持管理を実施。
　・電子入札システムのシステムサポート等維持管理を実施。
　・測量士・測量士補試験の実施及び同資格を有する者の登録業務の効率化等を実施。
　・基本測量成果を電子データでインターネット提供するために必要な通信回線の維持管理を実施。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

70 103

19年度 20年度 21年度

執行額 70

発注先の選定に当たっては、透明性及び公平性の確保を図る観点から、可能なものについては一般競争入札による
手続きを経たうえで、発注先を特定し、請負契約を締結している。

総事業費(執行ベース) -

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

電子政府等業務効率化推進経費

国土地理院

一般会計

担当部局庁

国土の位置・計上を定めるための調査及び地理空間
情報の整備・活用を推進する

関係する計
画、通知等

－
e-Japan重点計画、

行政改革の重要方針（平成17年12月24日閣議決定）

担当課室 総務部会計課

予算額(補正後）

上位政策

課長
秋葉　秀樹

84 194

103 83



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

 
国土地理院
８３百万円

　 業務効率化に資する各種
システムの保守等維持管
理、国家試験の実施及び国
家資格登録の補助業務等

 Ａ．民間等（８社）
７０百万円

Ｂ．民間等（２社）
１３百万円

【一般競争入札】

【随意契約】

測量士及び測量士補登録補助業務、
平成２１年測量士・測量士補試験における試験管理等業務等の実
施、
文書管理システムの賃貸借及びシステム保守　等

電子入札システム運用監理業務、
ネットワークサービス業務の提供、



A.　（社）日本測量協会 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他 諸経費 4

人件費 測量士及び測量士補登録補助作業 26

0計 30.0 計

10

B.　（財）日本建設情報総合センター F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務 平成２１年度電子入札システム運用監理業務

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 10.0 計

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

0計 0 計



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 （社）日本測量協会 30 1

2 （財）測量専門教育センター 19.1 2

3 ＫＤＤＩ（株） 8.2 3

4 三菱スペース・ソフトウエア（株） 5 4

5 日本電気（株） 4.3 5

6 （株）ケーシーエスデータワークス 2.6 6

7 富士通エフ・オー・エム（株） 0.8 7

8 アクモス（株） 0.3 8

9 9

10 10

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 （財）日本建設情報総合センター 10 1

2 ＫＤＤＩ（株） 3 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

A.民間事業者等（８社）　７０百万円 C.

B.民間事業者等（２社）　１３百万円 D.


